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研究成果の概要（和文）：英語教育を必ずしも専門としない小学校「外国語活動」担当者は、英

語を使ってオーラルコミュニケーションを図ろうとする児童の積極的な態度を育成するという

点においては、良きモデルとして機能する。しかしながら、オーラルを重視する授業ばかりで

は、児童の外国語や異文化への興味関心を維持することは難しいと多くの教員は感じている。

韓国や台湾の小学校英語教育との比較から言えることは、児童の発達にあわせてオーラシーと

リテラシーを相補的に機能させる指導法や教材活用法を構築する能力が、今後、小学校外国語

活動担当教員に求められる専門的指導力の重要な要素になるのではないかということである。 

 
研究成果の概要（英文）：Elementary school teachers, who are not necessarily specialists 
of teaching English, can function as role models for students in terms of fostering their 
positive attitudes towards communicating in English. In classes where oral communication 
is excessively emphasized, however, many teachers find it difficult to maintain their 
students’ interest in learning foreign languages and about other cultures. Implications 
from comparisons of English education in Korea and Taiwan suggest that the instructional 
skills and practices required of elementary school foreign language activity teachers 
include the ability to develop teaching methods and utilize materials that enable oracy 
and literacy to complement each other, according to their students’ developmental stage. 
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枠を使った国際理解教育の一環としての英

語学習よりも、一歩さらに踏み込んだ形での

公立小学校への英語教育導入であることは、

学習指導要領の「指導計画の作成と内容の取

扱い」の頁を見れば明らかである。2002 年の

導入開始時には、いわゆる「小学校英語」に

反対論を唱える研究者も多く見られたが、本

研究が始まった 2008 年頃には、文部科学省

の方針に沿っていかに英語教育を推進して

いくかに関心は移っていた。 

この動きに合わせるように、大学の教職課

程においても、従来の中学校・高等学校の教

員養成だけでなく、小学校の英語教員養成に

特化したコースが開設されるようになり、ま

た、民間企業においても、小学校外国語（英

語）活動担当教員のサポートを目的とした研

修や資格認定が行われ、小学校での英語必修

化を前提とした動きが活発になっていた。 

こうした動きの中で、小学校外国語活動の

充実、とりわけ、英語教育を専門としない教

員による授業の充実、さらには中学校・高等

学校の英語科教育との連携を図るには、小学

校だけでなく中学校・高等学校を含めた一貫

した視点での分析が有効であるという考え

から、本研究では、英語教員がそれぞれの教

育課程で固有に求められる能力、あるいは共

通して求められる能力とは何かについて分

析し、小・中・高の連続性の中で小学校外国

語活動担当教員に求められる専門的指導力

を明らかにすることを試みた。 

 

２．研究の目的 

本研究では、小学校、中学校、高等学校の

現職英語担当教員を調査対象とし、３つの教

育課程の連続性の中で小学校外国語活動担

当教員に求められる専門的指導力の構成要

素を分析することが主たる目的である。この

目的のために、以下の３つの視点からの分析

を試みた。 

 

（１） 小学校・中学校・高等学校の現職英

語担当教員の専門的指導力について、それぞ

れの教育課程に固有の、また共通して求めら

れる、専門的指導力とは何かを明らかにする。 

 

（２） 日本と同じく「外国語としての英語」

教育環境にあり、小学校英語教育をすでに導

入している韓国、台湾においても、現職教員

を対象に日本と同様の調査を実施し、収集し

たデータを比較分析することで、日本におけ

る英語教員の養成・採用・研修に係る諸問題

を検証する。 

 

（３） 第１、第２の調査結果を踏まえ、「反

省的実践」を行える小学校外国語担当教員の

育成、とりわけ、英語教育を専門としない教

員の育成に寄与する大学教員養成プログラ

ム、採用試験、研修のあり方について考察す

る。 

 

３．研究の方法 

 本研究では、量的分析と質的分析の両方を

１つの研究で行う混合分析モデル（Mixed 

Methods）を採用した。方法手順の概略は以

下の通りである。 

 

（１） 小学校外国語活動担当教員 6 名、お

よび中学校、高等学校の現職英語科教員それ

ぞれ 10 名および 8 名を対象に、専門的指導

力についてインタビューによる聞き取り調

査を行った。インタビューで得た情報をもと

に、小学校外国語活動担当教員を対象に実施

する「専門的指導力についてのアンケート」

項目を作成した。 

 

（２） 手順１で協力してもらった教員とは

別の外国語活動担当教員 7名に、作成したア

ンケートを試験的に実施し、改良すべき項目

について検討した。この作業を反復し、初版

では 36項目あった内容を最終版では 24項目

にまで減らした。その結果、アンケートは 10

分から 15 分程度で回答できる実行可能性の

高いものになった。 

 

（３） 手順２で作成したアンケートの韓国

語版、および台湾語版の作成にあたっては、

それぞれの国の英語教育事情を反映した内

容にする必要があったため、24 項目の内容を

変えないことに留意しながら、翻訳、文言の

修正作業を繰り返した。韓国および台湾では、

アンケートを試験的に実施した直後に、その

回答者を対象に聞き取り調査を行い、改善す

べき点についての情報を収集した。 

 

（４） 日本、韓国、台湾の教育委員会や研

究会、および教員養成系大学の協力を得て、

専門的指導力についてのアンケート調査を

実施し、日本では 332 人、韓国では 196 人、

台湾では 225 人の現職小学校外国語活動・英

語担当教員から回答を得た。回収率は、それ

ぞれ 83％、89％、90％であった。 

 

（５） 手順４における量的アプローチと並

行して、回答者の中から日本では 12 人、韓

国では 6人、台湾では 4人を対象に、専門的

指導力の構成要素、また、それを高めるため



 

 

の養成、採用、研修のあり方についてインタ

ビューによる聞き取り調査を実施した。 

 

（６） 小学校外国語活動現場で 1年半の間、

定期的に授業観察を行うとともに、授業後、

担当教員および ALT（Assistant Language 

Teacher）を交えた研究会を行い、外国語活

動担当教員の成長過程について縦断的デー

タを収集した。 

 

（７） 専門的指導力についてのアンケート

調査分析（量的データ）を補完するために、

回答者を対象に実施した聞き取り調査、およ

び定期的に教育現場で実施した授業観察・研

究会で得た情報（質的データ）を活用した。 

 

４．研究成果 

 現時点ですべての分析が終了しているわ

けではないが、日本、韓国、台湾で実施した

アンケート調査結果、インタビューによる聞

き取り調査結果、授業観察記録、および研究

会記録をもとに、研究成果を上述の目的別に

まとめることにする。 

 

（１） 教員に求められる専門的指導力につ

いては、小学校、中学校、高等学校いずれの

教育課程においても、高いレベルのオーラル

コミュニケーション能力を有しているかど

うかが自身の指導力に影響を与えると多く

の教員は考えているようである。この結果は、

90 年代以降日本の英語教育においてオーラ

ル面が強調されてきたことを個々の教員が

認識していることの表れであろう。しかしな

がら、中学校や高校の英語科教員が考える

「指導力の構成要素としての」オーラルコミ

ュニケーション能力と、小学校外国語活動担

当教員が考えるそれとは内容が異なってい

る。中学校や高校の教員は、発音の正確さ、

流暢さ、イディオムやボキャブラリーの豊富

さが自身の指導力を支える主要素と考えて

いるのに対し、小学校の教員は、会話の場面

でことばに感情を込めることができている

かどうか、間違いを恐れず積極的にコミュニ

ケーションを図ろうという態度でいるかど

うかといった心理要因が、自身の指導力レベ

ルに影響を及ぼすと考えているようである。

この結果は、小学校教員が発音や流暢さを軽

視しているということを意味しているわけ

ではない。アンケート調査や聞き取り調査の

いずれの結果においても、「発音がもっと良

かったら」、「もっと流暢に英語が話せたら」

指導力は上がると考えている小学校教員は

非常に多い。しかし、現実は、英語教育を専

門としない、場合によっては、英語嫌いの教

員の多くは、自身の英語運用能力でできるこ

とに限界があると感じているようである。こ

こで問題になるのは、そうした教員による授

業はどのようなものであり、児童の学習にど

のような影響を及ぼしているのかという点

である。 

 定期的に実施した授業観察から明らかにな

ったことは、英語運用能力が限られていても、

小学校外国語活動担当教員は児童にとって模

範となる役割を果たしているということであ

る。その特徴は、外国語補助教員（ALT: 

Assistant Language Teacher）とのティーム

ティーチングにおいて顕著である。具体的に

は、ALT と外国語担当教員との授業における

インタラクションでは、担当教員の英語運用

能力に限りがあるので、様々な場面でコミュ

ニケーション・ブレイクダウンが起こるが、

一方で、そのインタラクションには、ブレイ

クダウンを克服するためのコミュニケーショ

ンストラテジーが豊富に含まれている。たと

えば、clarification requests、confirmation 

checks、comprehension checks などは頻繁に

観察されたストラテジーである。こうしたALT

と外国語活動担当教員の間で行われる「意味

の交渉」は、現実の世界で英語母語話者と非

母語話者の間で繰り広げられる異文化間コミ

ュニケーションの実例であり、児童がこのイ

ンタラクションから学ぶことは多い。また、

英語運用能力が限られていても、間違いを恐

れず自身の伝えたいことを伝えようとしてい

る教員の姿勢は、児童にとっては良いお手本

として機能しており、また、それは学習指導

要領の目的に適っている。 

 このように、小学校外国語活動担当者の場

合、英語運用能力のレベルの高低よりも、英

語を使ってコミュニケーションを図ろうとす

る姿勢や態度を有しているかどうかが、児童

に対する指導力を決定づける要因として機能

していると言えるであろう。ただし、これは、

英語運用能力が低くても良いということを意

味しているわけではない。詳細は、成果（３）

で述べる。 

 

（２） 韓国や台湾の小学校英語担当教員が

考える専門的指導力の構成要素の中で、日本

の外国語活動担当教員が考えるものとは大

きく異なる要素がある。それは、読み書きと

いったリテラシー教育に関連する能力であ

る。韓国や台湾においても、小学校低学年で

は日本と同じくオーラル中心のカリキュラ

ムが組まれているが、高学年になるにつれリ

テラシーの要素が増加する。日本では、学習



 

 

指導要領に示されているように、リテラシー

の要素を扱うことは最小限に抑えられてい

る。これは、オーラシーとリテラシーを同時

に学習することが児童にとって負担になる

との判断によるものだが、本研究に参加した

外国語活動担当教員からは、リテラシー要素

を取り入れるべきという意見が多数あった。

具体的には、児童の英語への興味関心を、

歌・ゲーム・会話中心の活動で 2年間維持す

ることは難しいといった内容の意見が非常

に多かった。こうした現場の声は、文部科学

省が 2009 年度に行った「英語教育改善のた

めの調査研究事業」のアンケート調査結果

（文部科学省,2010）とも一致する。こうし

た「現場の声」と文部科学省の調査結果から

推察できることは、低学年のうちは歌を歌っ

たり、友達と英語で会話をするといった「オ

ーラシー」中心の授業を楽しめるが、高学年

になるにつれそれだけでは満足しなくなる

ということ、また、学年が上がると英語の文

字や単語を読んだり書いたりする「リテラシ

ー」の要素に関心を持つ児童の割合が増える

ということである。第 2言語習得あるいは外

国語学習においては、その言語を何か特定の

目的のみに使用する場合を除いて、オーラシ

ーとリテラシーのバランスのとれた教育を

学習者に提供することが重要とされる。では、

小学校の外国語活動に取り入れるべきリテ

ラシー教育の内容とはどのようなものであ

ろうか。 

 アンケート調査や授業観察の結果では、

「リテラシー」となると、教員は自身が学習

者であった時の経験をもとに「読んで訳す」

といった活動に陥ってしまう危険性があり、

この傾向は英語を教えることを専門としな

い外国語活動担当教員に顕著であった。つま

り、現場の教員はリテラシーの要素を取り入

れたいと思ってはいるが、その指導法とカリ

キュラムが具体的に示されていない現状に

おいては、オーラシーとリテラシーが相補的

に機能する学習環境を提供することは難し

いということである。また、個々の教員の裁

量に頼ると、クラス間、学校間、さらには地

域間格差に繋がりかねない。韓国や台湾では

そうした状況にある学校や地域は多く、実は

日本も例外ではない。具体的には、日本の場

合、リテラシーの要素を外国語活動に積極的

に取り入れている教員もいれば、徹底して扱

わない教員もいること、また、取り入れてい

る内容に注目すると、教員間でばらつきが非

常に大きいことがアンケート調査結果から

明らかになっている。 

 日本の各教育課程の学習指導要領をみる

と、小学校ではオーラシー能力の育成に焦点

を当て、リテラシー能力の育成は中学校以降

にするという傾向がうかがえる。しかしなが

ら、文字文化を有する日本語を母語とする児

童にとっては、成長に応じて 2つの能力を相

互に補完的に機能させながら「ことば」を習

得していくほうが自然かもしれない。事実、

諸外国の外国語教育プログラムのカリキュ

ラムはそのようにデザインされている。オー

ラシーとリテラシーの要素を児童の成長に

あわせてどのように融合させていくのが良

いかという問いは、今後の研究で検証する。 

 

（３） 2011 年に外国語活動が小学校で始ま

ったことで、今後、教員養成、採用、研修の

あり方は大きく変わる可能性がでてきたと

言っても過言ではないであろう。事実、教員

採用試験が全国共通の国家試験になる可能

性もある。「反省的実践者」たる教員の養成、

採用、研修のあり方については、今後の社会

動向を注視しながら、本研究で収集したデー

タの分析結果と照らし合わせて考察を続け

ていく。 

 最後に、成果（１）のところで述べた小学

校外国語活動担当教員の英語運用能力につ

いて述べる。Braine(2010)が主張するように、

言語を教える立場にある者は、その言語の上

達を目指して日々努力すべきであるという

ことは言うまでもない。外国語活動担当教員

も例外ではない。本研究に参加してもらった

教員の場合、多くは自身の英語力を高めるた

めの努力を学校内外で行っていた。英語科目

の教員免許更新講習に小学校の教員が積極

的に参加している現状もある。しかしながら、

韓国や台湾に比べて、日本では外国語活動担

当教員の英語運用能力そのものを高めるた

めの研修がまだまだ不足している。今後の外

国語活動の発展には、そうした教員サポート

体制の充実が必要不可欠である。 
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